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日本キリスト教会靖国神社問題特別委員会
キリスト・イエスは、死んで、否、よみがえって、神の右に座し、また、わたしたちのためにとりなして下さるのである。　　　　　　　　　　　　　　　ローマ人への手紙８章34節
信仰は主イエスの喜びが私たちに響くことから始まります（ヨハネ15：11）。主イエスの完全な服従とへりくだりが、父なる神の御心に適って神御自身が感動なさり、その感動と賛美が父なる神と主イエスの間にあって、聖霊によって私たちに響くからです。
私たちが神を受け入れるのは、主イエスが神の右に座して私たちのために執成して聖霊によって私たちの心の目を開いてくださり、神が啓（ひら）き示してキリストの真の姿を見せて下さり、そのお方との交わりを与えて下さることから来るのです。それはキリストの尊さを尊さそのままに知ることです。キリストの偉大さを偉大さのままに認め、神の輝きを輝きのままに認めることです。人間の反省と思索や歴史や自然から学ぶという、自分の側から獲得するのと違う仕方です。
主イエスは、「私は良い羊飼いである。良い羊飼いは羊のために命を捨てる」（ヨハネ10：11）とおっしゃって、主イエスを信じる者を一人も失わないで終りの日に永遠の命を与える約束をされ、その決意に満ちていらっしゃいます。父なる神と私たちとの間の保証人となられて、私たちを執り成してくださるからです。
私たちは勇気のない者です。信仰の闘いをする力がなく直ぐに妥協してしまう者です。ですから、キリストが配慮してくださらなければ何もできないのですが、キリストは喜んで与えてくださるのです。信仰の闘いを闘う意志をキリストがくださると同時に、私たちを攻撃して挫けさせる敵をも退けてくださるのです。私たちが神のご意志を受け入れたために、私たちを神が価値のない者としてこの世の権威と権力に敗北するようにはなさらないのです。
信仰の闘いは恐れとの闘いです。私たちはこの世の権力を神と同じように恐れていることがないでしょうか。神がこの世の権力者に一時的に権威を委託しているのであって、この世に権力そのものがあると見るのは幻想にすぎません。この幻想を、神と等しくいや神以上に恐れていることはないか。「その時、キリストはすべての君たち、すべての権威と権力を打ち滅ぼして、国を父なる神に渡される」（1コリント15：24）のです。キリストは、この世の権威と権力を父なる神に渡されるお方です。このお方こそが真に畏れるべきお方です。
…祈り…
父なる神よ、私たちはくる日もくる日もキリストの慰めによって力を得て、どんなことがあってもつまずかず、自分を投げ捨てず、逃げ出さず、あなたに従うこの道が孤独であっても、さげすみをうけても、苦しみを受けても、それがすべて主から分け与えられていることを知ってたじろがず、驚かず、嘆かず、世の力ある支配に目をくらませられず、あなたの御支配こそ永遠であることに望みを抱いて、信仰の闘いを闘う者にしてください。
川越弘（沖縄伝道所牧師　靖国神社問題特別委員会委員）
靖国神社問題とわたし　…憲法から神学へ…
青木　豊（高知旭教会牧師）
　今から40年ほど昔、1970年代初め頃のことである。靖国神社を巡る情勢が緊迫し、私が出席していた日本基督教団の教会でも学習会が開かれたことを記憶している。当時の私は、受洗前であり、法学部の学生だったので、靖国問題の捉え方は大学で学んだ憲法学によるものであった。即ち、「個人の内心の自由（精神の自由）」の一つである「信教の自由」こそが大切であり、「政教分離」は個人の信教の自由が侵されないよう守るための「制度的な保証」であると理解していた。その後、バルメン宣言の学びなどによって、「政教分離」がすぐれて「神学的な問題」であると理解するに至った。即ち、主キリストの主権と支配、そのキリストからの教会と国家への異なった委託の問題であると理解するに至ったのである。そして、キリスト教ヨーロッパで長く論じられてきた「教会と国家の関係」の一つの帰結が「政教分離」であり、その基盤を持たない日本では、（国家神道への反省と共に）「信教の自由の制度的保証」と(再)解釈する他になくなったのではないかと、私は推測している（このことに詳しい方にご教示頂ければ幸いである）。
　「政教分離」がキリスト教ヨーロッパの基盤から生まれたのであれば、日本において理解されにくいのも無理はないと思う。特に、村落共同体の宗教である神道の方には、「理解しがたい不利なルール」を押しつけられているように感じられているのではなかろうか。そうではあっても、近代国家の秩序（日本国憲法）に従って頂く他はないであろう。もちろん私どもも、教会の外に向かっては、憲法に従って主張する他はないことは当然である。（ついでに言えば、自民党の「新憲法草案」は近代国家の原則を理解しておらず、海外の識者が「日本は近代国家から離脱するのか」と危惧を抱くシロモノである）。
  しかし教会内においては、「政教分離」の神学的（信仰的）な理解が確立していなければならない。ところが実際の信仰生活では、それがはなはだ怪しいのではなかろうか。教会が、国家と相並ぶ公的な存在であることをどれだけ弁（わきま）えた教会生活をしているであろうか。もし、教会を単なる私的な宗教集団として理解しているならば、（教会と国家が相並ぶ公的な存在だからこそ、その関係が問題となるのであるから）国家との関係が信仰の問題となりようがなく、容易に足をすくわれることになるであろう。
ヤスクニ問題 Q and A
問い…　私が以前住んでいたところでは、自治会を通して神社への寄付が求められることがありました。いま住んでいるところでは、自治会が毎年〇〇万円を神社に納めています。自治会がひとつの宗教を特別扱いし、そこに寄付をすることに対して信仰者として問題を感じます。どうしたら良いでしょうか。

答え…　日本全国に自治会・町内会と称する任意の住民組織は28万近くあるそうです。自治会は私的団体ということになっており、私的団体ならば神社に寄付をしても普通は問題がないのですが、しかし実際には、これは公的な性格が強い団体といえます。私たちが自治会のやり方が気に入らないとしてもそれを変えるのは簡単ではなく、仮に脱退してもさまざまな不利益をこうむるわけですから、いやでもそこに留まらざるをえません。この自治会が神社と結びついていることは信仰者にとって大変困った問題です。神社に寄付をするということは、神社にまつられている「神様」に献金をすることにつながるからです。

　　私（井上）個人としては、神社は自治会とは別の、信者の組織を通して寄付を集めるべきと考えており、神社への寄付を求められた時は牧師としての立場を出して、「神社さんは教会にとって商売上のライバルですから、寄付は遠慮いたします」と言って断っています。こちらの立場をはっきり表明すれば、地域の人たちもだんだんわかってくれるようになります。

ただ、自治会が神社への寄付を毎年の予算の中に組み込んでいる場合、解決は簡単ではありません。これをやめさせようとすることはもちろん、自分だけこの分の費用を払わないと言うことにも相当の抵抗があることを覚悟しなければならないのです。この問題では裁判も起こされています。

問い…　その裁判について教えて下さい。

答え…　佐賀県鳥栖（とす）市に住む浄土真宗本願寺派の僧侶夫妻が1999年に起こした「自治会神社費徴収拒否訴訟」というのがあります。原告のＡ夫妻が1991年、鳥栖市に転居して地元自治会に加入すると、月額400円の自治会費の中に地元の神社管理費43円が含まれていることに気がつきました。そこで一括徴収されている自治会費のうち神社管理費を控除して自治会費を払うことを申し入れたところ、自治会側ではＡ夫妻を自治会から脱退したものとして扱い、広報誌の配布や回覧などを行わなくなりました。Ａ夫妻は、自治会の対応によって住民として生活していく上でさまざまな不利益を受けただけでなく、自らの信教の自由が侵害されたとして、自治会と自治会長を相手取って裁判を起こしました。Ａさんは、自分の戦争体験を通して、天皇や軍国主義の精神的支柱だった神社には一切の協力をしないという生き方を通してきた人でした。

　　2002年、佐賀地裁は自治会が高度の公共性をもつ強制加入団体に準じるものと認めた上で、地元自治会による神社管理費の一括徴収がＡ夫妻の信教の自由に対する侵害に当たるという原告勝訴の判決を出し、原告・双方が控訴しなかったのでこれが確定しました。しかしこの裁判の意義が日本中に広く浸透したとはいえず、今も多くの自治会が神社管理費を一括して徴収する慣行を続けているものと思われます。神道を信じていない人までが昔からの慣行というだけで神社管理費を出し続けるのは、おそらく神社自身のためにもならないことです。私たちキリスト者は自らの信仰に拠って立ちつつ、他の宗教などとも協力できることは協力しながら、この国で信教の自由を確立していくことが求められています。
井上　豊（広島長束教会牧師、靖国神社問題特別委員会委員）
＜ヤスクニ・ニュース＞

国会議員169人が靖国参拝　87年以降で最多

　超党派の「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」（会長＝尾辻秀久元厚生労働相）の所属議員169人が23日午前、春季例大祭にあわせ、東京・九段の靖国神社を参拝した。
　この日の同会の参拝には、閣僚はいなかったが、政務三役らが参加。このほか、自民党の高市早苗政調会長や、民主党の前田武志元国土交通相、平沼赳夫・日本維新の会国会議員団代表、生活の党の鈴木克昌幹事長らも同会で参拝。
　昨年の同時期の国会議員の参拝者数は81人で今年は倍増。内訳は衆院が140人（自民ｈ110、民主２、日本維新の会24、みんなの党２、生活の党１、無所属１）。参院が29人（自民23、民主３、維新１、みんな１、無所属１）。衆参の代理出席は64人だった。（朝日4月23日）
これに対して、日本キリスト教会靖国神社問題特別委員会委員長加藤正勝牧師は、内閣総理大臣安倍晋三宛に、４月25日、「安倍首相の靖国神社への真榊（まさかき）奉納と閣僚の神社参拝への抗議、並びに、靖国神社の秋季例大祭への奉納物、参拝を行わないことを要望する」要望書を送付した。

「沖縄切り捨て再び」　１万超人が式典抗議
61年前の４月28日にサンフランシスコ平和条約が発効し、日本の主権が回復したことを記念する政府主催の式典が、28日開かれた。式典の中で、天皇・皇后が退席しようとする時、突然「天皇陛下万歳」と一人が大声を上げると、臨席した国会議員の三分の一の者が一斉に「天皇陛下万歳」と続き、式次第になかった万歳三唱が響いたとある。

一方、同じ時間に式典に抗議する集会が、沖縄県議会の野党・中立会派を中心に構成する実行委員会によって、宜野湾海浜公園野外劇場で開かれた。そこでは「沖縄が切り捨てられた『屈辱の日』に『主権回復の日』としての政府式典を開催することは、沖縄県民の心を踏みにじり、沖縄切り捨てを行うものだ」と決議した。あいさつの中で「式典強行によって沖縄の差別的歴史が改めて浮き彫りになった。沖縄の基地問題が解決されない限り、主権国家はありえない」。また「米軍に占領された27年間、性暴力が多発したが加害者の米兵が処罰されることはほとんどなかった。いまも不平等な日米地位協定は、県民ではなく米兵を守っている。これが主権国家と言えるか」。「政府の対応は沖縄の心を全く顧みない、歴史認識を欠いた心ない行為だ」と批判した。集会では、沖縄に強行配備された米海兵隊垂直離着陸機オスプレイの即時撤去や、普天間飛行場の県内移設断念を求めるスローガンも採択された。これを契機に沖縄では「真の主権回復」の潮流が渦巻き始め、沖縄の自立に向ける始動の転換点となっていると言う識者もいる。（琉球新報４月29日）
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＜訂正とお詫び＞
「ヤスクニ通信」４月号の二面の（東京中会　引退教師）を（東京中会無任所教師）に訂正して、お詫びいたします。また４面の上から４行目の「憲法記念会館」を「憲政記念会」に訂正いたします。（編集人　川越弘）
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